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社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本の経済・社会ニューストピックスを要約編集しました 

ホップステップ 

１０分でわかる 

何かを始めなければ、現実は何も変わらない！ 

 

 

 

米保険関連企業のエーオンがまとめた報告書によると、

２０１８年の自然災害による経済損失は世界で２２５０億

ドル（約２５兆円）に上ることが分かった。このうち９５％

超を占める２１５０億ドルは台風や洪水、干ばつなど異常

気象を含む気象災害が原因だったと指摘している。地球温

暖化によって気象災害が多発すると考えられており、報告

書では「気象災害の損失額は増加傾向にあり、リスクが増

え続けている」と警鐘を鳴らしている。 

 

 

 

 

政府は、マイナンバーカードを健康保険証として使える

ことの内容を盛り込んだ健康保険法改正案を閣議決定した。

２０２１年３月からの施行を目指すとしており、受診時の

本人確認を厳格にするとともに、医療保険の不正利用を防

ぐことなどを狙いにしている。具体的には、医療機関の窓

口での専用機器で読み取ったカード所持者の健康保険証の

情報が社会保険診療支払基金に送信され、医療機関が保険

資格を確認する仕組みとなる。なお、これまでの健康保険

証も使用できるとしている。 

 

 

 

 

三菱モルガン・スタンレー証券が東京証券取引所などに

上場する地方銀行７９社の２０１８年４～１２月期決算状

況を集計したところ、６５社が減益または赤字に陥ってい

ることが分かった。背景には、多くの地銀が株式や外債運

用を行っており、株安や米金利の上昇が直撃したため、損

失を計上した実態がある。また、人口減少や高齢化の進展

で、地方経済は疲弊が進んでおり、地銀経営は厳しい環境

にあり、人件費や支店の削減などの合理化が加速しそうだ。 

 

 

 

 

ロシア独立系世論調査機関であるレバダ・センターの調

査によると、「他国の永住権を得て移住したいか」という尋

ねに対し、１８～２４歳の回答者の４１％が「思う」と答

えていることが分かった。ロシアは５年連続で国民の実質

所得が減少し、国営部門の肥大化といった経済の構造問題、

さらに政権がネット統制や通信監視を強化としていること

などが若者の閉塞感を強めていることが背景にあると同社

では分析している。ただ、一方では「移住したと思わない」

が全体の８２％を占めており、若者の移住希望が突出した

結果となっている。 

 

 

 

 

厚生労働省の集計によると、２０３６年時点での各都道

府県で必要とされる医師数を推計した場合、最も医師の確

保が進んだケースでは１２道県で５３２３人の不足が見込

まれ、最も医師の確保が進まなかったケースでは３４道県

での不足分を単純に積み上げると３万４９１１人になるこ

とが明らかになった。推計では、患者の年齢や性別による

受診率、配置されている医師の性別や年齢、さらに将来の

人口変化などを基礎に推計され、結果を基に医師確保策の

議論を深めるとしている。 

 

 

 

 

国連欧州経済委員会は、日本や欧州連合（ＥＵ）など約

４０カ国・地域が、衝突を回避する「自動ブレーキ」を新

車に搭載することを義務付ける国際基準案で合意したと発

表した。合意した基準案は、新車の乗用車や軽自動車、小

型商用車が対象となり、２０２０年の年初から発効となる

見通しである。車の技術に関する国際協定に加盟する日本

やＥＵなどで適用されるが、米国や中国などは協定に加わ

っていないため、対象外となる。日本で年間４００万台以

上に搭載される見通しである。 

 

 

 

 

 今年のゴールデンウィーク（ＧＷ）が１０連休となるの

を受け、大手旅行会社への海外旅行の予約が殺到している

状況にある。この期間中での予約には、ＪＴＢが１月下旬

時点で前年比２．５倍、ＨＩＳが１月中旬時点で同３倍、

日本旅行が１月下旬時点で同３．６倍もの海外旅行の予約

を受け付けた。短期休暇で敬遠されがちな欧米などの遠隔

地の予約が増えていることや、ファミリー層の予約が顕著

に増えており、人気ツアーは「追加募集してもすぐに枠が

埋まる状況」（ＨＩＳ）にある。 

 

 

 

 

 滋賀大が認定した初のベンチャー企業「イヴケア」は、

ストレスを受けた際に体内で増えるストレスホルモンが毛

髪に蓄積する性質に着目し、毛髪から慢性的なストレスを

評価し、カウンセリングや心理教育のアフターケアを展開

するとしている。役員には、社長に２３歳の大学院教育学

研究科修士１年の五十棲氏が就くとともに、取締役には３

人の教授が就いた。毛髪１０本程度を検体とし、検査手数

料は３千円～５千円を想定している。滋賀大から資金援助

はないが、施設や研究設備を自由に利用できる。 

２０３６年の医師不足、最大で３．５万人 世界の自然災害での経済損失は２５兆円 

自動ブレーキの新車搭載を義務付け 

４～１２月期、８割超の地銀で減益・赤字 

マイナンバーカード、健康保険証に 

１０連休ＧＷでの海外旅行に予約殺到 

滋賀大のベンチャー、毛髪でストレス判定 

ロシアの若者の４割超が「移住希望」 


